
基調報告

小山達也（こやまたつや）
　内閣府（防災担当）、JICA国際緊急援助隊事務局、兵庫県防災企画課等での勤務を通じ、地震防災対策特別措置法の改正、有珠山（北海道）や三宅島（東京都）の噴火災害、四川地震、ミャンマーの洪水、国連防災世界会議（兵庫会議）の誘致・開催、国内外の災害への支援等を担当し、現在、兵庫県広報課で県広報紙、広報TV番組、ラジオ番組を制作している。「災害対策は総合施策、様々な分野の人的ネットネットワークが命」との信念から、国際連合災害評価調整官(UNDAC)、厚労省日本災害派遣医療隊員(DMAT)としての活動から、被災地でのドロかきボランティアまで、様々な防災活動に貢献。危険物取扱主任や毒物劇物取扱責任者の免許も取得しており、今後は、被災地の第一線での活動に重点を置く予定。

コーディネーター 
伊藤信太郎（いとうしんたろう）
 1953年宮城県生れ、東北福祉大学特任教授、大阪大学客員教授（国際公共政策研究科）

1976年（昭和51年）慶應義塾大学経済学部経済学科卒業。1978年（昭和53年）慶應義塾大学大学院法学研究科政治学専攻修士課程修了｡1980年（昭和55 年） ハーバード大学大学院修士課程修了。2001年（平成13年）宮城4区衆議院議員初当選、外務大臣政務官（2005年から2006年）、外務副大臣（2008年）を歴任。2009年（平成21年）、人材派遣会社・パソナグループの特別顧問に就任、就職先が決まらない大学生らにビジネスマナーから専門知識を教授する『人材創造大学校』の「事務総長」を務める。


パネリスト
小野寺五典（おのでらいつのり）
　1960年生れ、衆議院議員、東北福祉大学客員教授。1983年（昭和58年）東京水産大学水産学部海洋環境工学科卒業。大学卒業後に宮城県庁入り、水産資源の研究に携わるなど5年間勤務。1993年（平成5年）に東京大学大学院法学政治学研究科修士課程を修了。その後は東北福祉大学専任講師を経て1996年には同助教授に就任。1997年（平成9年）衆議院宮城6区で初当選、外務大臣政務官（2004年から2005年）、外務副大臣（2007年から2008年）を歴任。現在、衆議院沖縄及び北方問題に関する特別委員会委員長、外務委員会委員、東日本大震災復興特別委員会委員、自民党宮城県支部連合会会長。


小山内敬子（おさないけいこ）

1953年青森県生れ、社会福祉主事・手話通訳士・福祉用具専門相談員・上級障害者スポーツ指導員・災害ボランティアコーディネーター・災害ボランティア支援センター運営支援者・青森県防災士会理事・社会貢献学会会員。東日本大地震後は、県社協内に青森県救済ボランティアセンターを開設し、県防災ボランティア情報センターに派遣され、八戸市・三沢市に設置された災害ボランティアセンターとの連絡調整を担当した。平成２３年度より、社会福祉法人すこやか福祉事業団の青森県長寿社会振興センターに移り、認知症の学習療法士として「高齢者の孤独死と見守りについて」住民による研究会を開催し、見守り活動の推進を図っている。
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1951年福島県生れ、1969年東京都庁入り、衛生局係長、三宅支庁総務課長、総合防災部情報統括担当課長を歴任、新型インフルエンザ対策として、「対応マニュアル」や「都政のＢＣＰ（新型インフルエンザ編）」を策定するとともに、2009年4月発生した新型インフルエンザ（Ａ／Ｈ１Ｎ１）の発生の際には、感染症対策本部や各種対策会議を適時・迅速に開催するなど、危機管理部門の実務責任者として活躍。東日本大震災時には、都災害対策本部の広報班の責任者として、プレス対応等を担当。さらに、区市町村や事業者団体等の講演も多数ある。2010年4月から危機管理勉強会齋藤塾塾長、2011年4月から社会貢献学会副会長。著書に「想定外を想定する危機管理」（2011年10月）等がある。

馬場雄大（ばばたけひろ）
1991年生れ、東北福祉大学総合福祉学部 社会教育学科 3年。

副専攻の社会貢献活動支援士課程で、防災・減災･ボランティア、福祉、環境などの社会貢献分野を学んでいる。東日本大震災後は被災地に入りボランティア活動を行ったほか、震災の教訓を活かし自助・共助の面から防災について知識を深めようと防災士資格を取得、自分から防災について発信する活動にも積極的に取組んでいる。さらに社会貢献学会の学生会員として東日本大震災被災地の避難所支援やイチゴハウスの復興支援なども手掛けた。
　　






